
都政課題の解決に向けたスタートアップピッチイベント

UPGRADE with TOKYO 第46回開催決定！

テーマは 『デジタル技術等を活用した次世代の福祉人材の確保』

令 和 ６ 年 1 1 月 １ ８ 日
産 業 労 働 局

第46回イベント概要(予定)

【日 時】 令和７年１月９日（木曜日）14時00分～16時45分（予定）

【場 所】 TOKYO UPGRADE SQUARE （新宿区西新宿二丁目６番１号）

【主な内容】 １ スタートアップによるピッチ（５社を予定）

２ 結果発表及び審査委員講評

３ フォトセッション

【問い合わせ先】
産業労働局商工部創業支援課 電話 03 - 5320 – 4678

■ 期待するシステム・サービスの例 （一例であり、幅広い視野からのご提案をお待ちしております。）

・小・中学校で活用できる、福祉の仕事等を体験できるコンテンツの制作

（メタバース空間で福祉の仕事を疑似体験できる等）

※VRゴーグルは、小学生でも活用可能な提案とする。

・福祉施設と地域の子供たちを結びつけるオンライン地域コミュニティプラットフォームの形成

・小・中学生や、その保護者・教職員に対して福祉の仕事の魅力を訴求できるコンテンツの制作

（キャリア教育で活用できるゲームや、家庭で保護者と一緒に学べる/体感できるアプリ等）

【応募テーマ】 『デジタル技術等を活用した次世代の福祉人材の確保』 （福祉局）

2025年には団塊の世代が後期高齢者になるなど、今後、福祉サービスの需要が急増していく一方、

東京の生産年齢人口は減少していくことが見込まれています。こうした福祉ニーズに適切な対応をし

ていくためには、サービスを担う人材を安定的に確保していく必要があります。

東京都では、福祉人材の確保・育成・定着に向けた様々な施策を展開するとともに、多くの方に福

祉の仕事に興味・関心を持ってもらえるよう、積極的にPR活動を行っていますが、福祉人材の有効求

人倍率は全産業平均と比較して依然高く、離職率も全職種より高い状況が続いています。

若いうちから、福祉について触れ、福祉の仕事の大切さやその意義を考えることは、将来の職業選

択に大きな影響を及ぼしますが、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、小・中学生が福祉の仕事に

触れる機会が減少しています。また次世代介護機器等の導入など、福祉施設における職場環境改善

の取組が着実に進んできていますが、社会的にはあまり知られていません。

そこで、未来の東京を支える小・中学生に、デジタル技術等を活用しながら、福祉の仕事を体験でき

る機会を創出するなど、次世代の人材確保や福祉の仕事における社会的評価向上に繋がるアイデ

ア・サービスを募集します。

東京が抱える様々な都政課題を解決するためには、民

間から生まれた画期的な製品・サービスを活用することが

重要です。

そこで東京都では、スタートアップによる都政課題解決

に向けた製品等のピッチや、行政機関、ＶＣや企業等との

交流の場を創出するイベントを2019年12月から開催してい

ます。都内区市町村の抱える課題も対象としています。

本日より、ピッチイベントに参加するスタートアップを募集します。

審査の結果、優勝となったスタートアップは、事業の協働等に向けて優先的な交渉を進めることができ

ます。ぜひご応募ください。

参考資料３



ピッチへの参加方法等

本件は、「『未来の東京』戦略」を推進する事業です。
戦略11 スタートアップ都市・東京戦略
「スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト」

（公式ウェブサイトはこちら）

【そ の 他】 ・状況を踏まえ、ピッチイベントをオンラインで開催する可能性があります。

・書類審査を通過されたスタートアップを対象として、オンラインによるプレピッチを１２月２４日（火

曜日）に予定しています。

応募に当たっては、日程を空けておいていただきますようお願いいたします。

・UPGRADE with TOKYOのご応募に当たっては、その兄弟事業であるTOKYO UPGRADE 

SQUAREによる支援をご提供できるようにするため、TOKYO UPGRADE SQUAREへのメンバー

登録へのご協力をお願いいたします。

【募集期間】 令和６年１１月１８日（月曜日）～令和６年１２月１０日（火曜日） １８時（予定）

【主な応募対象】 応募条件は、以下のとおりです。応募には、業種の制限はありません。応募条件に該当する

か判断に迷う場合は、運営事務局までご相談ください。

・ 創業後10年未満又は第二創業後10年未満であること

（注）一般社団法人、合同会社、個人事業主等も含みます。また、第二創業には、製品・

サービスの新リリースや大きな改良も含みます。

・ 応募テーマに合致した製品・サービスを有し、最新バージョンをリリースしてから5年以内

であること

・ 公序良俗に反する事業を行うなど、東京都が支援することが適さないと判断した企業等

ではないこと

※過去に本事業で優勝している場合については応募対象外とします

【主な審査基準】 次のような観点で審査し、５社を選出します。

・製品・サービスが上記応募テーマに合致しているか

・製品・サービスを用いて東京都や区市町村と協働することにより、都政課題の解決に資す

ることが見込まれるか

・製品・サービスに新規性・独創性があるか、ソーシャルインパクトがあるか

・財務状況等に問題がなく、製品・サービスの生産（提供）計画に適切性があるか

【応募方法等】 詳細は公式ウェブサイト（ https://upgrade-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/）を参照の上、

お申し込みください。

一般観覧の申込方法

【申込方法】 公式ウェブサイト（ https://upgrade-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/）を参照の上、お申し込みください。

【定 員】 ２４名

【そ の 他】 ピッチイベントの模様は、産業労働局チャンネル（YouTube）でライブ配信いたします。

ご興味がある方は是非ご覧ください（過去に実施したピッチイベントの様子も公開しています）。

https://upgrade-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/
https://upgrade-tokyo.metro.tokyo.lg.jp/


別 紙
参考（都の福祉人材を取り巻く状況）

○少子高齢化による生産年齢人口の減少や、他業種の求人状況の動向の影響を受け、令和４年度の

東京都における介護関連職種の有効求人倍率は5.91 倍と、全職業の1.41 倍を大きく上回っており、

人手不足が一層深刻化しています。

『第9期東京都高齢者保健福祉計画（令和6年度～令和8年度）』

○令和４年度における都内の介護従事者の離職率は15.2%となっており、全産業の離職率12.9％を

上回っています。



別 紙
参考（都の福祉人材を取り巻く状況）

『第9期東京都高齢者保健福祉計画（令和6年度～令和8年度）』
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○ 都は、国が開発・導入を進める「ロボット技術の介護利用における重点分野」の機器について、導入経費

の補助やセミナーの開催等により、効果的な導入や活用に向けた支援を行ってきました。調査では、特別

養護老人ホームの51.3％が「ロボットを導入している」と回答するなど、施設系サービスでの導入が進んで

います。

○ また、介護ソフトやタブレット端末等のデジタル機器の導入についても同様の支援を行っています。

調査では、在宅系サービス事業所の約69.6％が「介護報酬等請求システムを導入している」と回答して

いるほか、施設系サービス事業所の38.0％は、記録から介護報酬請求までが連動したシステムを導入

していると回答しています。

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「令和４年度在宅サービス事業者等運用状況調査」・「令和４年度施設・居住系
サービス事業者運営状況調査」


